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論 文 の 要 旨 
グローバル化の進展にともない、貧困削減など社会開発の推進において ICT（情報通信技術）の活用の重要
性と有用性について認識が高まっている。とくに人口分布状況や地勢的要因から通常の公共サービスの提供が
困難な途上国の遠隔地において、ICT 利用による保健医療の充実が国連ミレニアム開発目標（MDGs）の達成
をめぐっても重要なアジェンダとなった。 
著者は ICT を利用した遠隔地医療が効果を挙げるためには、実施に向けた適切な規制の枠組みと政府の役
割が重要との前提に立ち、アンデス山岳地域とアマゾン熱帯低地を擁するペルーにおいて導入された ICT 利
用の遠隔地医療 3 プロジェクトを事例に、遠隔地医療の実施における規制政策の整備状況を明らかにすると同
時に、関連政策決定に係る政治的行政的問題点を抽出し、遠隔地医療の持続的な発展という観点から、いかな
る規制政策のあり方が望ましいかを検討している。 
 論文は全体で７章から構成されている。 
第１章 農村医療における ICT 
第２章 先行研究と分析枠組み 
第３章 ICT を利用した医療政策の背景 
第４章 事例研究（EHAS-ALIS、EHAS-Napo、Putumayo） 
第５章 政治、政策と届かぬ農村医療 
第６章 農村医療の ICT 政策決定における政府の役割 
第７章 結論 
「第１章 農村医療における ICT」では、序論として、論文全体の背景と問題意識、目的、方法論、論文構
成等が披歴される。途上国の社会開発の推進における ICT 利用の有用性に関するグローバルな動向を概観し
た後、農村部、遠隔地において公的医療から排除された多数の貧困層を抱えるペルーの状況から判断して、ICT
利用の医療サービスのポテンシャルがきわめて大きいことが確認される。しかし実際の遠隔地医療導入にあた
り適切な規制の枠組みが十分ではなかったとの現状認識に基づき、2002 年から 2012 年までに実施された先
駆的実験的な 3 プロジェクトを研究対象に、関連する規制政策のあり方、政権との関係、地方分権化にともな
う中央・地方行政の関係を解明するとの研究目的が示される。 
「第２章 先行研究と分析枠組み」では、ICT 利用の医療サービスに関連する規制政策の分析に当たり、医
療政策、公共政策、ICT 医療の先行研究に基づき、新制度論、保健政策論、貧困層向けの公共サービス論を手
掛かりに、独自の分析枠組みが提示される。 
「第３章 ICT を利用した医療政策の背景」では、ペルーにおける ICT 利用の遠隔地医療導入の必要性が
社会経済的指標を用いて広く検討されるほか、行政制度と政策決定に係る制度的特徴など研究対象の文脈が叙
述される。また 1990 年代の民営化にともなう通信事業の制度改革、医療・社会保障改革、社会開発包摂省の
設立等の ICT 利用の遠隔地医療導入を分析する上で必要な制度環境が説明される。 
「第４章 事例研究」では、3 プロジェクトが詳述される。EHAS-ALIS プロジェクトは、EU の資金に基
づき、NGO の EHAS（スペイン・アメリカ保健基金）とペルー・カトリカ大学との連携でクスコ州において
実施され（2003―2006 年）、プロジェクト終了後は地方自治体に移管された。EHAS-Napo プロジェクトは、
国連とアンデス保健機構の支援により、同じく EHAS 基金とペルー・カトリカ大学との連携のもとで実施さ
れ（2006―2009 年）、事業終了後はロレト州地域保健局（DIRESA）に移管された。Putumayo プロジェク
トは、アンデス保健機構の支援により、ペルーとコロンビアの二国間協力に基づき、同じく EHAS 基金とペ
ルー・カトリカ大学との連携で実施され（2010―11 年）、事業終了後はロレト州に移管された。 
「第５章 政治、政策と届かぬ農村医療」では、３プロジェクトの事例研究に基づき、関連の法規制と政策
決定、事業実施の影響に焦点を当てた調査結果が明らかにされている。 
対象とする2002年から2012年までに事業を規制した基本的な６本の法律、すなわち情報公開法（LTAPI）、
地方分権化にともない市民参加を義務付けた州政府法（LRG）、ユニバーサルアクセス法（LUA）、通信事業
規制法、e ヘルス技術規制法（TNTH）、補助金を基礎とする総合医療保険法（LUHI）を対象に、歴代担当政
権の政策対応と法律の制定過程が明らかにされている。 
また主要アクターとして、保健省と地域保健局、運輸通信省（その技術局 FITEL）、通信民間投資監督庁
（OSIPTEL）、政府の e 政府本部（ONGEI）、州政府、市民社会、事業主体である民間会社が識別され、各ス
テークホルダーが設定された規制の下で、どのようにプロジェクトの進行に関与したかが分析されている。 
著者は同じ事業構想や技術をもって導入が行われたにも関わらず、規制が導入されたタイミングが事業実施
の効果を左右すると、制度の重要性を確認している。クスコ州で行われたプロジェクトは市民社会と民間の働
きかけによって実施され、制度が後追いする結果となった。EHAS-Napo プロジェクトは、地方分権化の進展
に基づくアクター間の調整が決定的であった。ナポ Putumayo プロジェクトは、コロンビアとの二国間協力
による問題点が結果を左右することになった。 
事業実績について政策決定に起因する要素としては、市民参加の欠如、説明責任や執行能力の点で問題があ
ることが指摘されている。とくにネットワークの拡張において、民間最大の事業主であるテレフォニカに対す
る監督官庁である OSIPTEL による行政指導の弱さが強調されている。また全体として、限定的なアクセス、
遠隔地でのネットワーク整備における高い障害、電力の不足、技術者の配置転換の高さ、遠隔地での政府の存
在の希薄、「社会包摂」政策と ICT 医療との整合性の欠如、政府のアクター間の調整等の問題が抽出され、｢低
水準の公共サービスへの均衡｣に至る事業実施の構造的課題の大きさが論じられている。 
｢第６章 農村医療の ICT 政策決定における政府の役割｣では、第５章の結果を踏まえ、政府の役割につい
て議論と考察が行われている。とくに複数の政府機関の関与を宿命づける事業の性格から、保健省と運輸通信
省、OSIPTEL など省庁間の調整能力の弱さに焦点が当てられる。また関連して、地方分権化にともない地域
局が機能する保健省と中央に一元的な運輸通信省という制度改革の結果生じた非対称な官僚制度に起因する
問題点が明らかにされる。分断的な行政システムや政策決定過程、執行能力の問題点が再度検討され、事業実
施に向けた規制政策と執行上の困難さが論じられている。 
「第７章 結論」では、以上の分析と議論を通じた結論が総括され、事業における限定的な実績は、ICT 医
療の規制政策をめぐる政府の戦略と事業実施のための制度的条件の間に横たわる乖離に原因があるとの結論
を導いている。同時に ICT 利用の遠隔地医療政策の効果的な実施に向けて、説明責任と執行能力を担保した
整合性のとれた保健医療政策の策定、「社会包摂」政策を視野に行政間の調整を円滑にする制度デザインの策
定が早急に必要であると力説している。 
 
１ 批評 
本論文は、ICT を活用した遠隔地医療プロジェクトの経験を基礎に、遠隔地医療の実施における規制をめぐ
る政策決定と関連する諸問題を分析した研究である。著者がペルー・カトリカ大学に在籍中に、プロジェクト
の評価作業に従事した経験に基づき、ICT 利用の医療サービスによる遠隔地周縁部住民たちの医療改善のポテ
ンシャルに期待を込める著者の熱意に支えられた論文である。 
本論文は、先行研究が限られる中で、隣接分野の研究に基づき独自の分析枠組みを構築し、3 つのプロジェ
クトを事例研究として、内部の評価資料を駆使することによって、通信部門における民営化後の新たな規制枠
組みの下で、ICT を利用した遠隔地医療サービスの実施に向けた規制構築の過程を解明している。国際機関、
中央省庁、州・自治体政府、民間業者、市民社会などの関係アクターの政策決定への関与の実態を明らかにし、
事業の持続発展性という点から有意な論点を掘り起している。 
また 1990 年代の市場化に向けた制度改革以後のペルーにおける行政制度の特質（その変化と持続性）を、
通信、医療、社会保障をめぐる公共政策の分析から明らかにしており、公共政策、政治学、地域研究の分野に
おける知見に貢献する意義をもつものと評価できる。 
もっとも分析は静態的であり、物足りなさが残るのは否めない。またペルーの事例を通じて、途上国におけ
る同様の遠隔地医療サービスの推進において考慮すべき要素を提示しているが、外来の制度を途上国が導入す
る際の問題点を他国との比較の中で検討されるには至っておらず、課題として残されている。 
 
２ 最終試験 
 平成２７年 ８月３１日、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、本
論文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。審議の結果、審査委員全員一致で
合格と判定された。 
 
３ 結論 
上記の論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（政治学）の学位を受けるに十分な資格を有
するものと認める。 
 
